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(57)【要約】
【課題】ラミネート材の樹脂層だけを確実に切断して金
属露出部を形成する。
【解決手段】金属箔１１と樹脂層１５が貼り合わされ、
前記樹脂層１５に、金属箔１１に対する接合力が周囲よ
りも弱い易剥離部２０が形成されたラミネート材１に対
し、前記樹脂層１５の易剥離部２０にガスＧを吹き付け
ながら、易剥離部２０の周縁にレーザーＬを照射して樹
脂層１５を切断し、切断した易剥離部２０を除去して金
属箔１１が露出する金属露出部２２を形成する。
【選択図】　図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属箔と樹脂層が貼り合わされ、前記樹脂層に、金属箔に対する接合力が周囲よりも弱
い易剥離部が形成されたラミネート材に対し、
　前記樹脂層の易剥離部にガスを吹き付けながら、易剥離部の周縁にレーザーを照射して
樹脂層を切断し、切断した易剥離部を除去して金属箔が露出する金属露出部を形成するこ
とを特徴とするラミネート材の加工方法。
【請求項２】
　前記金属箔と樹脂層が接着剤層によって貼り合わされ、前記接着剤層は部分的に接着剤
が塗布されていない接着剤未塗布部を有し、前記易剥離部が接着剤未塗布部に重なる部分
に形成されている請求項１に記載のラミネート材の加工方法。
【請求項３】
　前記金属箔と樹脂層との間に金属箔に接触して離型材が配置され、前記易剥離部が離型
材に重なる部分に形成されている請求項１に記載のラミネート材の加工方法。
【請求項４】
　切断した易剥離部を吸引して除去する請求項１～３のうちのいずれか１項に記載のラミ
ネート材の加工方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、蓄電デバイスの外装体、食品や医薬品の包装材に用いられるラミネート材の
加工方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯通信端末機器用蓄電池、車載用蓄電池、回生エネルギー回収用蓄電池、キャパシタ
、全固体電池等の電池は小型化、軽量化に伴い、従来使用されていた金属製の外装体に代
えて、金属箔の両面に樹脂フィルムを接着剤で貼り合わせたラミネート材製の外装体が用
いられることが多くなっている（特許文献１参照）。
【０００３】
　特許文献１に記載されたキャパシタ用ラミネートケースは、ケース内側の樹脂フィルム
層を切り欠いて金属箔を露出させて電極接続部を形成し、ケース外側の樹脂フィルム層を
切り欠いて金属箔を露出させて電極端子を形成したものである。このタイプのラミネート
ケースはタブリードを必要としないので、キャパシタの小型軽量化を図ることができる。
【０００４】
　また、ラミネート材における金属箔の露出方法として、出願人は金属箔と樹脂フィルム
の貼り合わせ工程において露出予定部に接着剤を塗布しない部分を形成し、貼り合わせ後
に接着剤未塗布部上の樹脂フィルムを切除する方法を提案した（特許文献２参照）。この
方法によれば、露出予定部は金属箔と樹脂フィルムとが接着されていないので容易に樹脂
フィルムを切除でき、かつ金属箔表面が接着剤で汚損されることもない。
【０００５】
　また、金属箔と樹脂フィルムの貼り合わせ工程において、金属箔の露出予定部に易剥離
シートを貼り付けた上で樹脂フィルムを貼り合わせ、その後樹脂フィルムを切除する際に
易剥離シートを樹脂フィルムに接着させて除去する方法もある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１３－１６１６７４号公報
【特許文献２】特開２０１５－２０５５０４号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献２においては、樹脂層の切断手段としてレーザーを推奨している。レーザーは
出力を適正値に設定することで樹脂層だけを溶融して切断することができる。
【０００８】
　ラミネート材を所要寸法に裁断する場合、即ちラミネート材の厚さ方向の全体を切断す
る場合は、溶融した樹脂が落下し、あるいは広範囲に蒸発するので、溶融した樹脂が再融
着することなくラミネート材が切断される。また、樹脂の溶融不足が起こらないようにレ
ーザーの出力を上げることによって確実に切断することができる。しかし、樹脂層だけを
切断する場合は、金属箔に影響を及ぼさないためにレーザーの出力が制限されるので、完
全に切断されないままに溶融した樹脂が再融着して切断不良が発生しやすい状況にある。
しかも、溶融または蒸発した樹脂の逃げ場が狭いことも再融着が起こり易い原因となって
いる。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、上述した背景技術に鑑み、ラミネート材の樹脂層だけを確実に切断して金属
露出部を形成する方法を提供することを目的とする。
【００１０】
　即ち、本発明は下記［１］～［４］に記載の構成を有する。
【００１１】
　［１］金属箔と樹脂層が貼り合わされ、前記樹脂層に、金属箔に対する接合力が周囲よ
りも弱い易剥離部が形成されたラミネート材に対し、
　前記樹脂層の易剥離部にガスを吹き付けながら、易剥離部の周縁にレーザーを照射して
樹脂層を切断し、切断した易剥離部を除去して金属箔が露出する金属露出部を形成するこ
とを特徴とするラミネート材の加工方法。
【００１２】
　［２］前記金属箔と樹脂層が接着剤層によって貼り合わされ、前記接着剤層は部分的に
接着剤が塗布されていない接着剤未塗布部を有し、前記易剥離部が接着剤未塗布部に重な
る部分に形成されている前項１に記載のラミネート材の加工方法。
【００１３】
　［３］前記金属箔と樹脂層との間に金属箔に接触して離型材が配置され、前記易剥離部
が離型材に重なる部分に形成されている前項１に記載のラミネート材の加工方法。
【００１４】
　［４］切断した易剥離部を吸引して除去する前項１～３のうちのいずれか１項に記載の
ラミネート材の加工方法。
【発明の効果】
【００１５】
　上記［１］に記載のラミネート材の加工方法によれば、レーザー照射によって溶融した
樹脂がガスの吹き付けによって急速に冷却されて凝固する。このため、レーザーを照射し
た樹脂層の易剥離部の周縁は溶融した樹脂が融着することなく確実に切断される。そして
、周囲を切断された易剥離部は容易に除去でき、易剥離部の除去によって金属露出部を形
成できる。
【００１６】
　また、溶融して樹脂層から離れた樹脂の微細片や蒸発した樹脂はガスに吹き飛ばされて
切断部から離れるので、これらの樹脂が切断部に付着してバリとなったり、金属箔に付着
することもない。
【００１７】
　上記［２］に記載のラミネート加工方法によれば、易剥離部が接着剤未塗布部によって
形成されているラミネート材において上記の効果が得られる。
【００１８】
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　上記［３］に記載のラミネート加工方法によれば、易剥離部が離型材によって形成され
ているラミネート材において上記の効果が得られる。
【００１９】
　上記［４］に記載のラミネート加工方法によれば、切断した易剥離部を散乱させること
なく回収できる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１Ａ】本発明の加工方法を適用するラミネート材の斜視図である。
【図１Ｂ】図１Ａの１Ｂ－１Ｂ線断面図である。
【図１Ｃ】図１Ａの１Ｃ－１Ｃ線断面図である。
【図２】図１Ｂのラミネート材の加工方法を示す図である。
【図３】図１Ｃのラミネート材の加工方法を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　図１Ａ～１Ｃに本発明の加工方法を適用する２種類のラミネート材１、２を示し、図２
、３にこれらのラミネート材１、２の加工方法を模式的に示す。これらのラミネート材１
、２は電池ケースの材料として用いられる。
【００２２】
　以下の説明において、同一符号を付した部材は同一物または同等物を表しており、重複
する説明を省略する。
【００２３】
［ラミネート材］
　図１Ａおよび図１Ｂのラミネート材１は、金属箔１１の一方の面に第１接着剤層１２を
介してケースの外側層となる耐熱性樹脂層１３が積層されるとともに、前記金属箔層１１
の他方の面に第２接着剤層１４を介してケースの内側層となる熱融着性樹脂層１５が積層
され、金属箔１１の両面に樹脂層が積層されている。前記第２接着剤層１４には、接着剤
が塗布されていない接着剤未塗布部１４ａ形成されている。前記接着剤未塗布部１４ａで
は金属箔１１と熱融着性樹脂層１５とが接着されずに離れているので、接着剤が塗布され
ている部分よりも接合力が弱い。従って、前記ラミネート材１において、熱融着性樹脂層
１５の易剥離部２０は接着剤未塗布部１４ａに重なる部分に形成されている。
【００２４】
　前記接着剤未塗布部１４ａを有するラミネート材１の製造方法は限定されず、例えば以
下の方法で作製することができる。
【００２５】
　金属箔１１に、表面に凹凸を有するグラビアロールを用いて接着剤が塗布されない接着
剤未塗布部１４ａを形成しながら接着剤を塗布した後、金属箔１１と熱融着性樹脂層１５
を貼り合わせてエージング処理する。接着剤の塗布方法はロール塗布のほか、インクジェ
ット方式で未塗布部を形成しつつ接着剤を吹き付け塗布する方法がある。易剥離部の無い
耐熱性樹脂層１３は、金属箔１１と耐熱性樹脂層１３の合わせ面の全体に接着剤を塗布し
て第１接着剤層１２を形成し、これらを貼り合わせる。
【００２６】
　図１Ａおよび図１Ｃのラミネート材２は、金属箔１１の一方の面に第１接着剤層１２を
介してケースの外側層となる耐熱性樹脂層１３が積層されている。前記金属箔層１１の他
方の面には所要位置にシート状の離型紙１６が配置され、離型紙１６上を含む全面に第２
接着剤層１４が積層されて熱融着性樹脂層１５が貼り合わされている。前記離型紙１６は
金属箔１１に対して接着性が無いかあるいは極めて接着性の低い材料で構成されたシート
である。一方、前記離型紙１６と熱融着性樹脂層１５は第２接着剤層１４によって強く接
着されている。このため、前記離型紙１６が配置された部分は周囲よりも金属箔１１と熱
融着性樹脂層１５との接合力が弱い。従って、前記ラミネート材２において、熱融着性樹
脂層１５の易剥離部２１は離型紙１６に重なる部分に形成されている。
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【００２７】
　前記離型紙１６は金属箔１１と熱融着性樹脂層１５との接合力を弱めるための離型材の
一種である。離型材は金属箔１１と熱融着性樹脂層１５との接合力を弱めることができる
ものであればよく、前記離型紙１６に代えて液状の離型剤を塗布することでも易剥離部を
形成することができる。
【００２８】
　前記ラミネート材２は、金属箔１１の所要位置に離型紙１６等の離型材を配置し、ある
いは塗布し、離型材上を含む金属箔１１の全面に接着剤を塗布して第２接着剤層１４を形
成し、熱融着性樹脂層１５を貼り合わせることによって作製することができる。前記金属
箔１１と耐熱性樹脂層１３とは合わせ面の全体に接着剤を塗布して貼り合わせる。また、
金属箔１１と熱融着性樹脂層１５は接着剤を用いずに熱融着性樹脂層１５自身の粘着力で
金属箔１１に貼り合わせることもでき、離型材を用いることで接着剤層を介在させること
なく易剥離部を形成できる。易剥離部の無い耐熱性樹脂層１３は、上記のラミネート材１
と同じく、金属箔１１と耐熱性樹脂層１３の合わせ面の全体に接着剤を塗布して第１接着
剤層１２を形成し、これらを貼り合わせる。
【００２９】
　前記ラミネート材１、２は金属箔１１の両面に樹脂層が形成されているが、金属箔１１
の一方の面にのみ樹脂層が形成されているラミネート材にも本発明の加工方法を適用でき
る。また、前記ラミネート材１、２は熱融着性樹脂層１５のみに易剥離部２０、２１が形
成されているが、耐熱性樹脂層１３のみに易剥離部を設けることも、両面に易剥離部を設
けることも自由に設定できる。耐熱性樹脂層１３の易剥離部を設ける方法は、上述した熱
融着性樹脂層１５の易剥離部２０、２１の形成方法と同じである。また、易剥離部の形状
および数も何ら制限されない。易剥離部は図示例の四角形の他、多角形、円形、楕円形、
不定形等、任意形状に形成することができる。易剥離部は金属露出部の前段階の状態であ
るから、金属露出部の形状および数が何ら制限されないように、ラミネート材の用途に応
じて易剥離部の形状および数を自由に設定できる。
【００３０】
（ラミネート材の材料）
　本発明はラミネート材を構成する各層の材料を限定するものではなく、ラミネート材の
用途に応じて適宜選択する。以下は、電池ケースの好ましい材料の例である。
【００３１】
　金属箔１１として、アルミニウム箔、ステンレス箔、ニッケル箔、銅箔、チタン箔、こ
れらの金属のクラッド箔を例示でき、さらにはこれらの金属箔にめっきを施しためっき箔
を例示できる。また、これらの金属箔に化成皮膜を形成することも好ましい。金属箔１１
の厚さは７μｍ～１５０μｍが好ましい。
【００３２】
　耐熱性樹脂層１３を構成する耐熱性樹脂としては、ラミネート材をヒートシールする際
のヒートシール温度で溶融しない耐熱性樹脂を用いる。前記耐熱性樹脂としては、熱融着
性樹脂層１５を構成する熱可塑性樹脂の融点より１０℃以上高い融点を有する熱可塑性樹
脂を用いるのが好ましく、熱可塑性樹脂の融点より２０℃以上高い融点を有する熱可塑性
樹脂を用いるのが特に好ましい。例えば、ポリアミドフィルム、ポリエステルフィルム等
が挙げられ、これらの延伸フィルムが好ましく用いられる。中でも、成形性および強度の
点で、二軸延伸ポリアミドフィルムまたは二軸延伸ポリエステルフィルム、あるいはこれ
らを含む複層フィルムが特に好ましく、さらに二軸延伸ポリアミドフィルムと二軸延伸ポ
リエステルフィルムとが貼り合わされた複層フィルムを用いることが好ましい。前記ポリ
アミドフィルムとしては、特に限定されるものではないが、例えば、６－ポリアミドフィ
ルム、６，６－ポリアミドフィルム、ＭＸＤポリアミドフィルム等が挙げられる。また、
二軸延伸ポリエステルフィルムとしては、二軸延伸ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ
）フィルム、二軸延伸ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム等が挙げられる。
また、耐熱性樹脂層１３は、単層で形成されていても良いし、あるいは、例えばＰＥＴフ
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ィルム／ポリアミドフィルムからなる複層で形成されていても良い。また、厚さは９μｍ
～５０μｍの範囲が好ましい。
【００３３】
　熱融着性樹脂層１５を構成する熱可塑性樹脂としては、耐薬品性および熱封止性の点で
、ポリエチレン、ポリプロピレン、オレフィン系共重合体、これらの酸変性物およびアイ
オノマーで構成されるのが好ましい。また、オレフィン系共重合体として、ＥＶＡ（エチ
レン・酢酸ビニル共重合体）、ＥＡＡ（エチレン・アクリル酸共重合体）、ＥＭＡＡ（エ
チレン・メタアクリル酸共重合体）を例示できる。また、ポリアミドフィルム（例えば１
２ナイロン）やポリイミドフィルムも使用できる。また、厚さは２０μｍ～８０μｍの範
囲が好ましい。
【００３４】
　耐熱性樹脂層１３側の第１接着剤１２としては、例えば、主剤としてのポリエステル樹
脂と硬化剤としての多官能イソシアネート化合物とによる二液硬化型ポリエステル－ウレ
タン系樹脂、あるいはポリエーテル－ウレタン系樹脂を含む接着剤を用いることが好まし
い。一方、熱融着性樹脂層１５側の第２接着剤１４としては、例えば、ポリウレタン系接
着剤、アクリル系接着剤、エポキシ系接着剤、ポリオレフィン系接着剤、エラストマー系
接着剤、フッ素系接着剤等により形成された接着剤が挙げられる。
【００３５】
［金属露出部の形成］
　図２に示すように、前記ラミネート材１の熱融着性樹脂層１５側の面において、レーザ
ー切断装置３０およびガスノズル３１を配置し、易剥離部２０にガスＧを吹き付けながら
の易剥離部２０周縁に沿ってレーザーＬを照射し、熱融着性樹脂層１５を溶断する。レー
ザーＬが照射された部分は樹脂が溶融し、溶融した樹脂はガスＧによって急速に冷却され
て凝固することによって切断される。照射部はガスＧによって急速に冷却されるので、溶
融した樹脂が再融着することなく確実に切断される。また、溶融して熱融着性樹脂層１５
から離れた樹脂の微細片や蒸発した樹脂はガスＧに吹き飛ばされて切断部から離れるので
、これらの樹脂が切断部に付着してバリとなったり、金属箔１１に付着することもない。
前記易剥離部２０の全周にレーザーＬが照射すると、樹脂層片となった易剥離部２０がラ
ミネート材１から完全に切り離され、易剥離部２０を除去することによって金属箔１１が
露出して金属露出部２２が形成される。易剥離部２０の直下は接着剤未塗布部１４ａであ
るから、易剥離部２０の除去によって金属箔１１を露出させることができる。
【００３６】
　また、前記易剥離部２０を確実に切り離すには、易剥離部２０の周縁よりも僅かに内側
を狙ってレーザーＬを照射し、照射位置が第２接着剤層１４に重ならないようにすること
が好ましい。
【００３７】
　切り離した易剥離部２０は、吸引する、摘まむ、粘着シートを貼って引っ張る等の簡単
な方法で除去できる。上述したように、易剥離部２０は周囲が確実に切断されているので
いずれも容易に除去することができる。図２に示すように、ガスノズル３１と対向する位
置に吸引ノズル３２を配置して切断した易剥離部２０を吸引すれば、易剥離部２０がガス
Ｇで吹き飛ばされても散乱させることなく回収できる。しかも、前記吸引ノズル３２によ
って溶融して熱融着性樹脂層１５から離れた樹脂の微細片や蒸発した樹脂も吸引されるの
で、これらがラミネート材１に付着することを防ぐことができる。
【００３８】
　図３に示すように、前記ラミネート材２も同じ方法でレーザーＬの照射とガスＧの吹き
付けによって熱融着性樹脂層１５の易剥離部２１を切断する。レーザーＬは離型紙１６に
到達するように照射して第２接着剤層１４も切断する。前記易剥離部２１の全周を切断す
ると、離型紙１６は第２接着剤層１４に強く接合されているので金属箔１１と離型紙１６
との間で剥離する。そして、離型紙１６と一体となった易剥離部２１をラミネート材２か
ら除去することによって金属露出部２２が形成される。切断した易剥離部２１は上述のラ
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ミネート材１の易剥離部２０と同じ方法で除去することができ、易剥離部２１の除去によ
って金属露出部２２が形成される。
【００３９】
　易剥離部２０、２１の切断に使用するレーザーＬは、樹脂層の吸収波長に合わせたレー
ザー種を用い、出力を調節することで金属箔に影響を与えずに樹脂層のみを切断すること
ができる。例えば、ポリオレフィンフィルムに対してはＣＯ２レーザーが適している。
【００４０】
　易剥離部２０、２１に吹き付けるガスＧは、溶融した樹脂を急速に凝固させるために３
０℃以下であることが好ましい。また、ガス種は空気、窒素ガス等の不活性ガスを用いる
ことができる。但し、温度を下げすぎると結露が起こり易くなるため、作業環境雰囲気で
露点以上であることが好ましい。特に好ましいガスＧの温度は－５０℃～２５℃である。
また、前記ガスノズル３１は直径０．１ｍｍ以上１００ｍｍ未満が好ましい。ガス圧は０
．０５ＭＰａ以上１５ＭＰａ未満が好ましく、ガス流量は０．０１リットル／ｍｉｎ以上
１０００リットル／ｍｉｎ未満が好ましい。
【実施例】
【００４１】
　下記の材料を用いて、図１Ａ～図１Ｃに参照される２種類のラミネート材１、２作製し
た。
【００４２】
　金属箔層１１：厚さ４０μｍの軟質アルミニウム箔（ＪＩＳ　Ｈ４１６０　Ａ８０７９
Ｈ）の片面に厚さ１μｍの錫めっき皮膜を形成したもの
　耐熱性樹脂層１３：厚さ２５μｍの延伸ナイロンフィルム
　熱融着性樹脂層１５：厚さ３０μｍの未延伸ポリプロピレンフィルム
　第１接着剤層１２：二液硬化型ポリエステル－ウレタン系接着剤
　第２接着剤層１４：二液硬化型酸変性ポリプロピレン系接着剤
　前記ラミネート材１、２は、いずれも１５０ｍｍ×１９０ｍｍの長方形であり、熱融着
性樹脂層１５の中央に４０ｍｍ×３０ｍｍでコーナー部のＲが１ｍｍの長方形の易剥離部
２０、２１を有している。
【００４３】
　ラミネート材１は、グラビアロールを用いて４０ｍｍ×３０ｍｍ（コーナー部Ｒ：１ｍ
ｍ）の接着剤未塗布部１４ａを形成しつつ第２接着剤層１４により金属箔１１と熱融着性
樹脂層１５を貼り合わせて易剥離部２０を形成し、金属箔１１と耐熱性樹脂層１３は全面
に第１接着剤層１２を形成して貼り合わせた。
【００４４】
　ラミネート材２は、金属箔１１上に４０ｍｍ×３０ｍｍ（コーナー部Ｒ：１ｍｍ）の離
型紙１６を配置し、第２接着剤層１４を形成して熱融着性樹脂層１５を貼り合わせて易剥
離部２１を形成し、金属箔１１と耐熱性樹脂層１３は全面に第１接着剤層１２を形成して
貼り合わせた。
【００４５】
　作製したラミネート材１、２は下記の条件で易剥離部２０、２１を切断した。
（実施例１）
　図２に示すように、ラミネート材１に対してレーザーＬが角度９０°で照射されるよう
にレーザー切断装置３０を配置し、角度４５°でガスＧを吹き付けるようにガスノズル３
１を配置した。前記レーザーＬは波長１０．６μｍ、出力６０ＷのＣＯ２レーザーである
。前記ガスノズル３１は先端の開口直径が１ｍｍのノズルを１６連に繋げたものであり、
０．２ＭＰａに加圧した２５℃のドライエア（露点－１７℃）を流量３００リットル／ｍ
ｉｎで吹き付けた。前記易剥離部２０周縁から０．５ｍｍ内側にレーザーＬが照射される
ように１ｍｍ／ｍｉｎで走査し、レーザー照射位置にガスＧが供給されるようにガスノズ
ル３１の位置を調整し、ガスを吹き付けながら易剥離部２０を３９ｍｍ×２９ｍｍの寸法
で切断した。
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（実施例２）
　図３に示すように、ラミネート材２に対してレーザーＬが角度９０°で照射されるよう
にレーザー切断装置３０を配置し、角度４５°でガスＧを吹き付けるようにガスノズル３
１を配置した。前記レーザーＬは波長１０．６μｍ、出力６０ＷのＣＯ２レーザーである
。前記ガスノズル３１は先端の開口直径が１ｍｍのノズルを１６連に繋げたものであり、
０．２ＭＰａに加圧した２５℃のドライエア（露点－１７℃）を流量３００リットル／ｍ
ｉｎで吹き付けた。前記易剥離部２１周縁の０．５ｍｍ内側にレーザーＬが照射されるよ
うに１ｍｍ／ｍｉｎで走査し、レーザー照射位置にガスＧが供給されるようにガスノズル
３１の位置を調整し、ガスを吹き付けながら易剥離部２1を３９ｍｍ×２９ｍｍの寸法で
切断した。
（実施例３）
　ラミネート材１に対し、ガスＧとして５℃のドライエア（露点－３１℃）を用いたこと
を除いて実施例１と同じ方法で易剥離部２０を切断した。
（実施例４）
　ラミネート材２に対し、ガスＧとして５℃のドライエア（露点－３１℃）を用いたこと
を除いて実施例２と同じ方法で易剥離部２１を切断した。
（実施例５）
　ラミネート材１に対し、ガスＧとして－５０℃の窒素（露点－８６℃）を用いたことを
除いて実施例１と同じ方法で易剥離部２０を切断した。
（実施例６）
　ラミネート材２に対し、ガスＧとして－５０℃の窒素（露点－８６℃）を用いたことを
除いて実施例２と同じ方法で易剥離部２１を切断した。
（比較例１）
　ラミネート材１に対し、ガスＧを供給しなかったことを除いて実施例１と同じ方法で易
剥離部２０を切断した。
（比較例２）
　ラミネート材２に対し、ガスＧを供給しなかったことを除いて実施例２と同じ方法で易
剥離部２１を切断した。
【００４６】
　易剥離部２０、２１の周縁を切断したラミネート材１、２に対し、易剥離部２０、２１
に粘着テープを貼り、粘着テープを引っ張って易剥離部２０、２１を剥離することによっ
て金属露出部２２を形成した。前記粘着テープは粘着強度の異なる３種類を使用し、剥離
の難易性によって下記の基準で評価した。
◎：易剥離部が完全に切断されており、易剥離部を容易に剥離できた
○：僅かに樹脂の再融着があったが、易剥離部を剥離できた
×：樹脂の融着があり、粘着テープが易剥離部から外れたために易剥離部を剥離できなか
った
　さらに、３種類の粘着テープによる剥離の難易に基づいて、総合的に剥離の難易を◎、
○、×の３段階で相対的に評価した。
【００４７】
　また、易剥離部２０、２１を除去した後に、切断部および金属露出部を目視観察してバ
リの発生および金属箔への樹脂の付着を調べ、バリが発生しなかったもの、樹脂の付着の
無かったものをそれぞれ〇、バリの発生が見られたもの、樹脂の付着が見られたものをそ
れぞれ×として判定した。
【００４８】
　表１に、加工条件の概要および評価結果を示す。
【００４９】
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【表１】

【００５０】
　表１に示したように、照射部にガスを吹き付けることによって、金属箔を傷つけること
なく確実に易剥離部を切断できることを確認した。
【産業上の利用可能性】
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【００５１】
　本発明は、電池やコンデンサのケース等用いられるラミネート材の加工に利用できる。
【符号の説明】
【００５２】
１、２…ラミネート材
１１…金属箔
１２…第１接着剤層
１３…耐熱性樹脂層
１４…第２接着剤層
１４ａ…接着剤未塗布部
１５…熱融着性樹脂層
１６…離型紙
２０、２１…易剥離部
２２…金属露出部
３０…レーザー切断装置
３１…ガスノズル
３２…吸引ノズル
Ｌ…レーザー
Ｇ…ガス

【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図１Ｃ】
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